平成２９年度京都府中小小売商業関係事業に係る

補助金希望調査の実施について　　
１　調査対象事業　京都府商店街等総合振興事業
	            事　　　　　項
	    事業概要
	提出書類

	＜希望調査＞                              

	①テーマ設定型商店街応援事業
	｢主要施策｣事業①
	様式１

	②商店街にぎわい施設・設備整備事業

　（地域・まちなか商業活性化支援事業）
	｢主要施策｣事業②
	様式２
様式２－２

	③地域消費緊急拡大事業
	｢主要施策｣事業③
	様式３


※今回の調査は今年度の事業を元に照会しておりますが、平成２９年度において、事業の

見直し・廃止等の可能性がありますのであらかじめご了解をお願いします。

２　提出期限　　　平成２８年１０月７日（金）まで　
３　提 出 先
	京都市内の
対象事業者

	京都府商工労働観光部　商業・経営支援課　商業担当
         tel:075-414-4836  fax:075-414-4870 

         e-mail:keieishien@pref.kyoto.lg.jp

＊なお、本調査のとりまとめについて、下記の団体に協力いただいております。それぞれの団体に加盟の商店街・小売市場等については、提出方法等、各団体と調整をお願いします。
  (取りまとめ依頼団体：京都商店連盟、京都商工会議所中小企業経営支援センター、京都府中小企業団体中央会、京都小売市場連合会）

	京都市以外の
対象事業者
	各市町村（商業振興担当課）にとりまとめを依頼しておりますので、提出方法等、各市町村と調整をお願いします。


４　留意事項
　(1) 今回の希望調査は、商業団体のニーズを把握し、京都府の予算編成の参考にするためのものであり、希望事業の採択の可否（補助要件に適合するか等）を審査するためのものではなく、また、希望のあった全ての団体に補助金が交付されるわけではありません。 
　(2) 今回の希望調査は、事業内容を審査するものではありませんが、本調査以降、新たに要望を出される場合、採択の可否や交付金額等において本調査で希望済みの事業を優先的に取り扱わせていただくことがありますので、来年度に事業実施を検討されている団体等については、必ず希望調査票を提出するようお願いします。
　(3) 商店街にぎわい施設・設備整備事業および地域・まちなか商業活性化支援事業については、各市町村の補助を前提としていますので、別添の各事業概要資料を御確認の上、特段の御配慮をお願いいたします。
（4）商店街にぎわい施設・設備整備事業および地域・まちなか商業活性化支援事業については、今後の事業量を把握するため、併せて平成３０年度の希望も調査することとしております。
　
　(5) おって当課から希望団体に対するヒアリングを行う場合があります。
